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(Received Feb. 8， 1992) 
This paper aims to grasp the structure in movement of population and the actual 
conditions of housing acquisition， for the purpose of establishing the housing policy in a 
small local city. 
This investigation was conducted at the Namerikawa city. 
Main conclusions for the housing policy are as follows; 
(1) As for the ones moving in from other areas in the same prefecture， some of them 
seem to settle in this city. 
(2) As for the ones whose domiciles are in this city， itseems to be important to prevent 
moving out to some neighboring cities. 
(3) Many people in this city， especially ones who came from the other areas depend on 

















6，189世帯から一貫して増加を続け， 1990年には1.37倍の8，507世帯となっている o 1世帯あたり人
口は5.10人から3.68人へと減少しており， I核家族化」が進行しているといえる。
2.転入・転出・市内転居の実態
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14%， rその他J5%である O 図17の前住所
との関係では， r持家Jr公共借家」の割合
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低家賃住宅 L 守 137% 
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図29 公営住宅への期待(全体)
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図31 公営住宅への期待(40----49才)
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図32 公営住宅への期待(非持家)
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(6) 住宅需要の全体的構造
「本籍県外」では，前住宅・現住宅ともに非持家の割合が高く，半数が転居を考えているo しか
し土地の「相続・分与」が皆無にもかかわらず4割が住宅を「新築」している点，転居希望者の25
%が「市内」への転居を希望している点は注目される O また公営住宅への期待は相対的に高い。
「本籍県内」については6割強が土地を「購入J，過半数が住宅を「新築Jしている。また全体
の68%が「定住J，転居希望者の40%が「市内」への転居を希望している。特に「市内」転居者で
は，転居先として「未定」を除く全員が「市内」を希望している点は注目される。
「本籍市内」では住宅の「新築・購入」が6割強， i相続・同居」を含めて8割強が持家である O
しかし， i市内」転居者の約2割， i帰郷」の約3割が「転居」を希望しており，さらにその希望
地として「市内」転居者では約2割が， i帰郷」の約4割が「県内Jあるいは「県外」と回答して
し、る。
4.まとめ
以上，人口総数としては安定的に推移している地方小都市滑川市を対象にその内部で展開してい
る人口の動きと，土地・住宅需要の実態を検討し，一定程度の新規需要が継続的に発生している状
況を明らかにしてきた。とりわけ本籍地が県内のものについては，適当な受け皿が用意されれば市
内での定着がより一層期待できることが，人口動態・住宅需要の両側面で確認できる O ただしその
反面，市内に本籍を持つものの転出，とりわけ「市内離脱型」の近接市町村への転出を食い止めら
れるかどうかが，今後の人口動態の大きな鍵となるであろう O 本籍地が県内である「移住型」や
「帰郷型」の転入者， i離脱型」の転出者，及び市内転居者に対するきめ細かな住宅政策の確立が
急務と考えられるo
また公営住宅に対する「低家賃住宅J i福祉住宅J i若年層住宅」への期待は非常に高く，住宅
政策確立において公営住宅が「まちづくり」計画のモデルとして整備されることが望まれるo
